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abc株式会社  

第20回新株予約権発行要項 

 

１．新株予約権の名称  abc株式会社 第20回新株予約権（以下、「本新株予約権」とい

う｡） 

２．本新株予約権の払込金額の総額 金13,050,000円  

３．申込期日           2026年７月22日 

４．割当日及び払込期日      2026年７月22日 

５．募集の方法及び割当先      

第三者割当の方法により、以下に割り当てる。 

Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund          193,140個 

MAP246 Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC   20,880個 

BEMAP Master Fund Ltd.                                46,980個 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数又はその数の算定方法 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は26,100,000株とする（本新

株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）は100株とする。）。但

し、本項第(2)号及び第(4)号により、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的であ

る株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(2) 当社が第11項の規定に従って行使価額（第９項第(2)号に定義する。）の調整を行う場合には、割当

株式数は次の算式により調整されるものとする。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本

新株予約権にかかる割当株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨て

るものとする。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第10項に定める

調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数＝ 
調整前割当株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第11項第(2)号及び第(4)号による行使価額の

調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、その旨及びその事由、調整前交付株式数、調整後交付株

式数及びその適用日その他必要な事項をその適用日の前日までに本新株予約権に係る新株予約権者

に書面により通知する。但し、第11項第(2)号⑥に定める場合、その他適用日の前日までに前記の

通知を行うことができないときは、適用日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数  261,000個 

８．各本新株予約権の払込金額 本新株予約権１個につき金50円 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を

乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下、「行使価額」

という｡）は、当初92円とする。但し、行使価額は第10項又は第11項に定めるところに従い、修正

又は調整されるものとする。 

10．行使価額の修正 

2026年７月22日(同日を含む。)以後、本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日(以下「修正

日」という。)の属する週の前週の最終取引日(以下「修正基準日」という。)の株式会社東京証券取

引所(以下「東証」という。)における当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、

その直前の終値)の90％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り上げた金額(以下「修正基準日価

額」という。)が、当該修正基準日の直前に有効な行使価額を0.1円以上上回る場合又は下回る場合

には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正基準日価額に修正される(修正後の行使価額を以下

「修正後行使価額」という。)。 

但し、かかる算出の結果、修正後行使価額が46円(以下「下限行使価額」という。)を下回る場合に

は、修正後行使価額は下限行使価額とする。なお、2026年７月23日に本新株予約権の行使請求の通

知が行われた場合は、行使価額は当初行使価額である92円とする。なお、下限行使価額は、第11項
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の規定を準用して調整される。 

11．行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数に

変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整

式」という。）をもって行使価額を調整する。 

 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価

額 

× 

 

既発行普通

株式数 

 

＋ 

割当 

株式数 
× 

１株当たり 

払込金額 

１株当たりの時価 

既発行普通株式数  ＋  割当株式数 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

①本項第(3)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当社の役員及び

従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又

は処分する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって

当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する

場合を除く。） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当

ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

②株式分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をも

って当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合(無償割当ての場合を含む。)、又は

本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

(新株予約権付社債に付されたものを含む。)その他の証券若しくは権利(但し、当社取締役会の

決議に基づく当社の取締役及び従業員に対するストックオプションとしての新株予約権を発行す

る場合を除く。)を発行する場合(無償割当ての場合を含む。)調整後の行使価額は、発行される

取得請求権付株式、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)その他の証券又は権

利(以下「取得請求権付株式等」という。)の全てが当初の条件で請求又は行使され当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日(新株予約

権及び新株予約権付社債の場合は割当日)又は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用

する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日又は株主確定日がある場合は、そ

の日の翌日以降、これを適用する。 

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式等

が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行さ

れている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使され当社普通株

式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し

た日の翌日以降、これを適用する。但し、本③に定める取得請求権付株式等が当社に対する企業

買収の防衛を目的とする発行である旨を、当社が公表の上本新株予約権者に通知したときは、調

整後の行使価額は、当該取得請求権付株式等について、当該取得請求権付株式等の要項上、当社

普通株式の交付と引換えにする取得の請求若しくは取得条項に基づく取得若しくは当該取得請求

権付株式等の行使が可能となった日(以下「転換・行使開始日」という。)の翌日以降、転換・行

使開始日において取得の請求、取得条項による取得又は当該取得請求権付株式等の行使により当

社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出してこれを適用する。 

④取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の取得と

引換えに本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 
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上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付され

たものを含む。)(以下「取得条項付株式等」という。)に関して当該調整前に本号③又は⑤によ

る行使価額の調整が行われている場合には、上記交付が行われた後の本項第(3)号⑥に定める完

全希薄化後普通株式数が、(ⅰ)上記交付の直前の本項第(3)号③に定める既発行株式数を超える

ときに限り、調整後の行使価額は、当該超過する株式数を行使価額調整式の「新発行・処分株式

数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)上記交付の直前の本項第

(3)号③に定める既発行株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。 

⑤取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価(以下、本⑤において

「取得価額等」という。)の下方修正等が行われ(本号又は本項第(4)号と類似の希薄化防止条項

に基づく調整の場合を除く。)、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が当該修正が行

われる日(以下「取得価額等修正日」という。)における本項第(3)号②に定める時価を下回る価

額になる場合 

(ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行わ

れていない場合、調整後の行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全て

が取得価額等修正日時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる当社普

通株式の株式数を行使価額調整式の「新発行・処分株式数」とみなして本号③の規定を準用して

算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③又は上記(ⅰ)による行使価額の調整が取得価額等修

正日前に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが取得価

額等修正日時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたとき

の本項第(3)号⑥に定める完全希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の本項第

(3)号③に定める既発行株式数を超えるときには、調整後の行使価額は、当該超過する普通株式

数を行使価額調整式の「新発行・処分株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。なお、１ヶ月間に複数回の取得価額等

の修正が行われる場合には、調整後の行使価額は、当該修正された取得価額等のうちの最も低い

ものについて、行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該月の末日の翌日以降これを適

用する。 

⑥本号①から③までの場合において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日又は株主確

定日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日又は株主確定日以降の株主総会又は取

締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後

の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用するものとする。この場合におい

て、当該基準日又は株主確定日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行

使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

 

 

 

 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

⑦本号①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整後の

行使価額は、本号①乃至⑥の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利についての

規定を準用して算出するものとする。 

(3) ①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号⑥の場合

は基準日又は株主確定日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東証における当社普通株式の

普通取引の毎日の終値の平均値(当該30取引日のうち終値のない日数を除く。)とする。この場

合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当てを受ける権利

を与えるための基準日又は株主確定日が定められている場合にはその日、また、それ以外の場合

は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該

日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とし、当該行使価額の調整前に、本項第

    株式数 
  

＝ 

( 
調整前 

行使価額 
− 

調整後 

行使価額 
) × 

調整前行使価額により当該 

期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 
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(2)号又は第(4)号に基づき「新発行・処分株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付さ

れていない当社普通株式の株式数を加えるものとする。 

④当社普通株式の分割が行われる場合には、行使価額調整式で使用する「新発行・処分株式数」

は、基準日又は株主確定日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数

を含まないものとする。 

⑤本項第(2)号において「対価」とは、当該株式又は新株予約権(新株予約権付社債に付されたもの

を含む。)の発行に際して払込みがなされた額(本項第(2)号③における新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含む。)の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額

とする。)から、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭

その他の財産(当社普通株式を除く。)の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付

される当社普通株式の数で除した金額をいい、当該行使価額の調整においては、当該対価を行使

価額調整式における１株当たりの払込金額とする。 

⑥本項第(2)号において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後行使価額を適用する日の１ヶ月

前の日における、当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を

控除した数とし、(ⅰ)(本項第(2)号④においては)当該行使価額の調整前に、本項第(2)号又は第

(4)号に基づき「新発行・処分株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない

当社普通株式の株式数(但し、当該行使価額の調整前に、当該取得条項付株式等に関して「新発

行・処分株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数

を除く。)及び当該取得条項付株式等の取得と引換えに交付されることとなる当社普通株式の株

式数を加え、また(ⅱ)(本項第(2)号⑤においては)当該行使価額の調整前に、本項第(2)号又は第

(4)号に基づき「新発行・処分株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない

当社普通株式の株式数(但し、当該行使価額の調整前に、当該取得請求権付株式等に関して「新

発行・処分株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式

数を除く。)及び取得価額等修正日に残存する当該取得請求権付株式等の全てが取得価額等修正

日時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる当社普通株式の株式数を

加えるものとする。 

⑦行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生

し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額

からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(4) 本項第(2)号に掲げた場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行

う。 

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割又は当社を完全親会社

とする株式交換のために行使価額の調整を必要とする場合。 

②当社普通株主に対する他の種類株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要とする場合。 

③その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整を必要とする場合。 

④行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合。 

(5) 本項の他の規定にかかわらず、本項に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が本欄第２項に

基づく行使価額の修正日と一致する場合には、本項に基づく行使価額の調整は行わないものとす

る。但し、この場合も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。 

(6) 本項の規定により行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調整されるときを含む。)は、当社

は、その旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用日その他必要な事

項をその適用日の前日までに本新株予約権者に書面により通知する。但し、適用日の前日までに前

記の通知を行うことができないときは、適用日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権の行使期間 

2026年７月23日から2029年７月22日までの期間(以下「行使期間」という。)とする。但し、当社普

通株式に係る株主確定日及びその前営業日については、本新株予約権を行使することができない。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 



- 5 -  

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得事由及び取得の条件 

(1) 当社は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条及び第274条の規定に従って、当社

代表取締役が定める取得日の２週間以上前までに書面による通知を行った上で、当該取得日に、

本新株予約権１個当たりその払込金額と同額で、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得す

ることができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。

なお、当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。 

(2) 当社は、組織再編行為(以下に定義する。)が当社の株主総会で承認された場合、又は株主総会の

承認が不要な場合で当社の取締役会で決議された場合は、当該組織再編行為の効力発生日以前

に、会社法第273条の規定に従って通知を行った上で、当社代表取締役が定める取得日に、本新株

予約権１個当たりその払込金額と同額で、残存する本新株予約権の全部を取得する。なお、当社

は、取得した新株予約権を消却するものとする。 

「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分割会社となる吸収分割契

約の締結若しくは新設分割計画の作成又は当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締

結、株式移転計画の作成若しくは株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内

容とする株式交付計画の作成又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本

新株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものをいう。 

「子会社」とは、当該時点において、発行体の議決権(疑義を避けるため、無限責任組合員の持分を

含む。)の50％以上、又は、発行済の持分の50％以上を発行体が直接又は間接的に保有する他の個

人、パートナーシップ、法人、有限責任会社、団体、信託、非法人組織、事業体をいう。 

(3) 当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社が当該公開買付けに賛

同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が東証においてその上場が廃止とな

る可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し(但し、当社又は公開買付者が、当該

公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する旨を公表した場合を除く。)、かつ公

開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得した場合は、当社は、実務上可能な限り速

やかに会社法第273条の規定に従って通知を行った上で、当社代表取締役が定める取得日に、本新

株予約権１個当たりその払込金額と同額で、残存する本新株予約権の全部を取得する。なお、当

社は、取得した新株予約権を消却するものとする。 

(4) 当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全てを対価をも

って取得する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合、当社の特別支配株主(会社法第179条第

１項に定義される。)による当社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締役

会の決議がなされた場合又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会

の決議がなされた場合は、当社は、実務上可能な限り速やかに会社法第273条の規定に従って通知

を行った上で、当社代表取締役が定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同額

で、残存する本新株予約権の全部を取得する。なお、当社は、取得した新株予約権を消却するも

のとする。 

(5) 当社は、当社普通株式について、上場廃止事由等(以下に定義する。)が生じた場合、又は東証に

よる監理銘柄への指定がなされた場合は、上場廃止事由等が生じた日又は当該銘柄に指定された

日又は上場廃止が決定された日から２週間後の日(休業日である場合には、その翌営業日とす

る。)に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同額で、残存する本新株予約権の全部を取得す

る。なお、当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。 

「上場廃止事由等」とは、当社又はその関連会社又は子会社に、東証有価証券上場規程第601条第１

項各号に定める事由が発生した場合、又は、当社がその事業年度の末日現在における連結財務諸

表において債務超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日から起算して６か月を経過

する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合をいう。 

15. 合併、会社分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 

  該当事項ありません。 

16. 新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権には譲渡制限は付されていません。但し、本新株予約権買取契約において、本新株予約

権の譲渡の際に事前に当社取締役会の承認を得る必要である旨が定められる予定です。なお、当社
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は、割当予定先が本新株予約権の全部又は一部を譲渡する場合には、承諾の前に、譲受人の本人確

認、反社会的勢力と関わりがないことの確認、行使に係る払込原資の確認、本新株予約権の保有方針

の確認を行い、本新株予約権買取契約に係る行使制限等の権利義務について譲受人が引継ぐことを条

件に、承認の可否を判断する予定です。また、当社取締役会において本新株予約権の譲渡を承認した

場合には、当該内容を開示いたします。 

17. 新株予約権証券の発行 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。 

18. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する。 

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格 

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権

の行使に際して出資される財産の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた

額を、「新株予約権の目的となる株式の数」に記載の株式の数で除した額とする。 

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規

則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加す

る資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

19. 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使しようとする場合、新株予約権行使期間中に第21項に記載の行使請求受付場所

に対して行使請求に必要な事項を通知するものとします。 

(2) 本新株予約権を行使しようとする場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の全額を現金にて第22項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振

り込むものとします。 

(3) 本新株予約権の行使の効力は、第21項に記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の

事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定

める口座に入金された日に発生するものとします。 

20. 株式の交付方法 

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後、行使請求の効力発生後、当該新株予約権者が指定す

る振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより

株式を交付する。 

21. 行使請求受付場所 

  三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

22. 払込取扱場所 

株式会社みずほ銀行 本郷支店 

三井住友信託銀行株式会社 渋谷支店 

楽天銀行株式会社 第三営業支店 

23. 社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

    本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の

定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

24. 振替機関の名称及び住所 

     株式会社証券保管振替機構  

東京都中央区日本橋兜町７番１号 

25. 本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによる算定結果を参考に、本新株予

約権1個当たりの払込金額を50円とした。さらに、本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は

第９項記載のとおりとし、行使価額は、92円とした。 

26．その他 

(1) 当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予

定の取決めの内容 



- 7 -  

本新株予約権の発行に伴い、当社株主であるWowooPte. Ltd.は、その保有する当社普通株式の一部

についてLCAO、MAP246及びBEMAPへの貸株を行う予定です（契約期間：2026年７月６日～2029年７月

22日、貸借株数（上限）：それぞれ2,220,000株、240,000株及び540,000株、貸借料：年率０％、担

保：無し）。 

(2) 上記の各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件としております。 

 

以 上 


